
業務概要
　住宅金融支援機構では、民間金融機関による全期間固
定金利の住宅ローンの供給を支援する証券化支援業務
を業務の柱とするほか、民間金融機関が住宅ローンを円
滑に供給するための住宅融資保険業務や、政策上重要で
民間金融機関では対応が困難な分野への融資業務などを

行っています。
　お客さまの住生活の基盤となる住宅の建設等に必要な
住宅ローンを円滑かつ効率的に提供することにより、住
生活の向上に取り組み、組織の社会的責任（CSR）を果
たしています。

❶ 証券化支援業務（ 　　　　　　の提供）

民間金融機関が全期間固定金利の住宅ローンを供給できるよう、次の方法により支援
・「 フラット３５（買取型）」： 民間金融機関の全期間固定金利の住宅ローンを買い受け、住宅金融支援機構が証券化

を実施
・「 フラット３５（保証型）」：住宅金融支援機構の保険が付された全期間固定金利の住宅ローンについて、民間金融

機関が証券化を行うとともに、住宅金融支援機構が投資家に対する元利払いを保証
（38 ページ参照）

民間金融機関の住宅ローンが不測の事態により事故となった場合に、あらかじめ締結した保険契約に基づき民間金融機関
に保険金を支払う制度を確立することにより、民間金融機関が住宅ローンを円滑に供給できるよう支援 （43 ページ参照）

❷ 住宅融資保険業務

東日本大震災等の被災住宅の再建、市街地再開発事業やマンションの建替え、耐震改修等、都市機能の更新や防災
機能の向上に寄与する事業、更に子育て世帯や高齢者の居住の安定に資する賃貸住宅の供給促進を機構による直接
融資を通じて支援 （45 ページ参照）

❸ 融資業務（災害復興住宅融資、まちづくり融資等の政策融資）

「フラット３５（買取型）」又は機構融資等を利用している方で、加入された方が死亡・高度障害等となった場合に
生命保険会社等から支払われる保険金等により、残りの住宅ローンが弁済される安心を提供 （53 ページ参照）

❹ 団体信用生命保険等業務

「フラット３５」及び機構融資を利用する際の要件の一つとして定めている技術基準により、良質住宅の普及への取
組を実施 （54 ページ参照）

❺ 良質住宅の普及

返済困難者に対する返済条件の変更等のきめ細かな対応を進めつつ、延滞債権を削減するなど、適切な債権管理を
実施 （56 ページ参照）

❻ 債権管理業務

国内外の住宅金融市場に関する調査研究等を実施 （58 ページ参照）

❼ 住宅金融に関する調査研究

■■   住宅金融支援機構について

平成 28 年度 実績 平成 29 年度 当初計画

証券化支援業務
（「フラット３５」の提供）

買取型：3 兆 2,010 億円（116,190 戸）
保証型：406 億円（1,378 戸）

買取型： 2 兆 260 億円（75,500 戸）
保証型： 2,415 億円（9,000 戸）

住宅融資保険業務
保険契約：135 機関、5,266 億円
保険成立：47,122 件、3,520 億円
保険存続：166,857 件、2 兆 1,700 億円

保険契約の限度額：3,494 億円

融資業務 2,501 億円（26,795 戸） 2,545 億円（21,570 戸）
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業務概要／経営理念

私たちは、

自立的で、透明性・効率性の高い経営のもと、

顧客価値の創造を目指して多様な金融サービスを

提供することにより、

住宅金融市場における安定的な資金供給を支援し、

我が国の住生活の向上に貢献します。

シンボルマークのコンセプト

経営理念

　家を支える柱をＪＨＦで表現しています。大地を示すラインは躍動感を、そして全
体をまとめる球体が安心と広がりを感じさせます。緑色は成長や生命力を表します。
ＪＨＦが家と融合した、シンボルです。

※「住宅金融支援機構」の英字表記がJapan Housing Finance Agencyであり、その略称がＪＨＦです。
　なお、日本語の略称は「住宅金融機構」です。

住
宅
金
融
支
援
機
構
に
つ
い
て

ト
ピ
ッ
ク
ス

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務

資
料
編

5ディスクロージャー誌　　2017


